
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

aaa流  動  資  産 198,206 流    動     負     債 219,850

a 現 金 及 び 預 金 48,281 買 掛 金 88,010

c 売 掛 金 110,262 一年内返済予 定長 期借 入金 31,422

e 商 品 22,077 一 年 内 返 済 予 定 社 債 2,000

f 仕 掛 品 1,288 短 期 借 入 金 20,000

g 原 材 料 及 び 貯 蔵 品 9,145 リ ー ス 債 務 777

h 前 渡 金 3,652 未 払 金 55,565

i 前 払 費 用 3,081 未 払 法 人 税 等 1,561

n そ の 他 8,954 前 受 金 4,442

o 貸 倒 引 当 金 △8,535 預 り 金 4,046

bbb固  定  資  産　 198,297 未 払 費 用 12

ccc  有  形  固  定  資  産 116,014 そ の 他 12,012

p 建 物 23,317 固  定  負  債 102,108

r 機 械 装 置 65,540 長 期 借 入 金 93,967

s 車 両 運 搬 具 0 リ ー ス 債 務 1,620

t 工 具 、 器 具 及 び 備 品 9,435 繰 延 税 金 負 債 171

u 土 地 15,500 資 産 除 去 債 務 2,303

v リ ー ス 資 産 2,220 そ の 他 4,046

ddd  無  形  固  定  資  産 162

y ソ フ ト ウ ェ ア 87 負 債 合 計 321,959

ac そ の 他 74 純 資 産 の 部

ad  投 資 そ の 他 の 資 産 82,120 株  主     資     本 74,544

eee 長 期 貸 付 金 18,299 資 本 金 221,960

ae 関 係 会 社 長 期 貸 付 金 65,521 資 本 剰 余 金 191,960

af 関 係 会 社 株 式 8,730  資　　本　　準　　備　　金 191,960

ag 出 資 金 40 利 益 剰 余 金 △339,375

ah 長 期 前 払 費 用 2,028  そ の 他 利 益 剰 余 金 △339,375

ai そ の 他 5,801  繰　越　利　益　剰　余　金 △339,375

aj 貸 倒 引 当 金 △18,299

ap 純 資 産 合 計 74,544

fff 資 産 合 計 396,504 負 債 純 資 産 合 計 396,504

（注）記載金額は、表示単位未満の端数を切捨てて表示しております。

貸　借　対　照　表

資 産 の 部 負 債 の 部

（平成28年３月31日現在）
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個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券の評価基準および評価方法 

関係会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 

②たな卸資産の評価基準および評価方法 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

商品、原材料、仕掛品 総平均法 

貯蔵品 最終仕入原価法 

（２）固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

    定率法を採用しております。 

    なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 建物  ８年～26年 

    機械装置及び運搬具      ２年～７年 

    工具器具備品      ５年～８年 

②無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

  ③リース資産 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

   リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用しております。 

（３）引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

（４）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

    ①消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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２．貸借対照表に関する注記 

（１）担保に供している資産及び担保に係る債務 

①担保に供している資産 

 現金及び預金    23,648千円 

          建物     16,142千円 

          建物附属設備            3,033千円 

          計     42,824千円 

②担保に係る債務 

          一年内返済予定の長期借入金  10,260千円 

          長期借入金    44,587千円 

          計     54,847千円 

 

 上記の他、連結子会社である F・ソリューションズ株式会社の金融機関からの借入金

に対して、当社の現金及び預金 20,000千円を担保に供しております。 

 

（２）有形固定資産の減価償却累計額      129,133千円 

    減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。 

 

（３）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く） 

 短期金銭債権  15,608千円 
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３．税効果会計に関する注記 

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

                                                       当事業年度 

      繰延税金資産                              （平成 28年３月 31日） 

        商品評価損         286千円 

        製品評価損         436千円 

        材料評価損          41千円 

        貸倒引当金         8,193千円 

        繰越欠損金        78,267千円 

    その他         2,324千円 

      繰延税金資産小計         89,550千円 

        評価性引当額       △89,550千円 

      繰延税金資産合計                                                 －  

                                            

      繰延税金負債                           

        資産除去債務に対応する除去費用                           171千円 

      繰延税金負債合計                                           171千円 

      繰延税金負債の純額                                          171千円 

 

（２）法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」(平成 28年法律第 15号)及び「地方税法等の一部

を改正する等の法律」(平成 28年法律第 13号)が平成 28年３月 29日に国会で成立し、平

成 28 年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとな

りました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は

従来の 32.06％から、平成 28 年４月１日に開始する事業年度及び平成 29 年４月１日に開

始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等について 30.69％に、平成 30年４月１日に

開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等については 30.46％となります。こ

の税率変更による影響は軽微であります。 
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４．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

  ①金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、主に銀行等金融機関からの借

入により資金調達しております。なお、デリバティブ等の投機的な取引は行っておりま

せん。 
  ②金融商品の内容及びそのリスク 

   営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

   営業債務である買掛金は１年以内の支払期日であります。社債及び借入金については、

主に営業取引に必要な資金の調達を目的としたものであります。 
  ③金融商品に係るリスク管理体制 

   信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 
    営業債権である売掛金については、経常的に発生しており、担当者が所定の手続き

に従い、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、主要取引先の信用状況をモ

ニタリングし、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っておりま

す。 
   市場リスク（金利等の変動リスク）の管理 
    借入金等については、各金融機関の借入金利の一覧表を作成し、金利状況をモニタ

リングしております。営業債務及び借入金は、資金計画表を作成する等の方法により

資金管理を行っております。 
   資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

買掛金及び未払金については、月次単位で資金繰計画を作成・更新するとともに、

手元流動性の維持などにより、流動性リスクを管理しております。 
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（２）金融商品の時価等に関する事項 

平成 28年３月 31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次

のとおりであります。 

  （単位：千円） 

項目 
貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

① 現金及び預金 48,281 48,281 - 

② 売掛金 110,262     

    貸倒引当金（※１） △ 7,894     

  102,367 102,367 - 

③ 長期貸付金 18,299     

    貸倒引当金（※２） △ 18,299     

④ 関係会社長期貸付金  65,521 65,521 - 

資産計 216,170 216,170 - 

① 買掛金 88,010 88,010 - 

② 短期借入金 20,000 20,000 - 

③ 未払金 55,565 55,565 - 

④ 社債 2,000 2,000 - 

⑤ 長期借入金（※３） 125,390 127,357 1,967 

⑥ リース債務（※４） 2,397 2,349 △47 

負債計 293,363 295,283 1,919 

（※１）売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。 

（※２）長期貸付金に対応する貸倒引当金を控除しております。 

（※３）長期借入金には一年内返済予定の長期借入金を含めております。 

（※４）リース債務には一年内返済予定のリース債務を含めております。 
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(注)１ 金融商品の時価の算定方法 

  資産 

  ①現金及び預金、②売掛金 

    これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。 

  ③長期貸付金 

    回収見込額等に基づいて貸倒引当金を算定しており、時価は決算日における貸借対

照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似していると考えられることから、

当該価額をもって時価としております。 

  ④関係会社長期貸付金 

関係会社長期貸付金については、個別に回収可能性を勘案し、回収見込額等に基づ

いて時価を算定しており、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。 

 

  負債 

  ①買掛金、②短期借入金、③未払金 

     これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額により算定しております。 

   ④社債 

     社債の時価については、元利金を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利

率で割り引いた現在価値により算定しております。 

   ⑤長期借入金、⑥リース債務 

     これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入又は、リース取引

を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

 

２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

                   （千円） 

区分 貸借対照表計上額 

関係会社株式 8,730 

出資金 40 

関係会社株式及び出資金については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められるため、含めておりません。 

7



５．関連当事者との取引に関する注記 

（１）子会社等 

種類 会社等の名称 

議決権等の

所有（被所

有）の割合 

（%） 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 

（注１） 

科目 
期末残高 

（千円） 

子会社 
Ｆ・ソリューションズ

株式会社 

（所有） 

直接 

100 

歯科技工物の 

製造販売 

商品の販売 

 

製品の 

販売(注 2) 

8,617 

 

85,500 

 

 

売掛金 

 

 

 

8,449 

 

 

子会社 
CebuaDentas 

International, Inc. 

（所有） 

直接 

99.6 

比国での当社 

製品の製造、 

資金の援助 

役員の兼任 

製品の製造委託 

（注 2） 

資金の援助（注 3） 

 

― 

15,616 

 

33,360 

 

― 

― 

 

関係会社 

長期貸付金 

立替金 

― 

 

65,521 

 

5,730 

（注）１． 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税

等が含まれております。 

２． 取引条件及び取引条件の決定方針等 

   価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し価格交渉の上で決定しております。 

３．資金の貸付は無利息としております。 

 

 

（２）役員及び個人主要株主等 

種類 
会社等の名称又は 

氏名 

議決権等の 

所有（被所

有）の割合

（%） 

関連当事者との関係 
取引の 

内容 

取引金額 

（千円） 

（注１） 

科目 

期末残高 

（千円） 

（注１） 

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社等 

株式会社クエスト 

（注 2） 
― 

商品の販売、 

製品の製造委託及び 

原材料の供給 

商品の 

仕入（注 3） 
133,390 買掛金 34,549 

 
原 材 料 の
有 償 支 給
（注 3） 

 

 

34,709 

 

未収入金 

 

1,137 

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税

等が含まれております。 

   ２．当社代表取締役島文男の近親者が議決権の 100％を直接保有しております。 

   ３．取引条件及び取引条件の決定方針等 

     価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し価格交渉の上で決定しております。 
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６．１株当たり情報に関する注記 

  （１）１株当たり純資産額                265円 38銭 

  （２）１株当たり当期純損失（△）         △ 487円 26銭 

当社は、平成 27 年８月１日付で普通株式１株につき 100 株の株式分割を行ってお

ります。当事業年度の期首に株式分割が行われたと仮定して 1株当たり当期純損失

を計算しております。 

 

７．重要な後発事象に関する注記 

  該当事項ありません。 

 

以上 
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